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平成 25年 12月に公表された「首都直下地震の被害想定と対策について（最終報

告）」（中央防災会議首都直下地震対策検討ワーキンググループ）によれば、マグニ

チュード 7クラスの首都直下地震は、今後 30年間に 70％の確率で発生するとされ

ており、そのほか、南海トラフ地震等の大規模地震が発生した場合にも、甚大な人

的・物的被害があると想定されている。 

そうした際、初動対応（発災後おおむね 10 時間）から初期対応（発災後おおむ

ね 100 時間）を迅速・的確に行うためには、中央省庁等の首都中枢機能を確保する

ことが不可欠である。また、国の地方支分部局等は、その管轄区域において、平常

時から国家機能、国民生活等に係る重要な業務を担っていることから、大規模地震

により被災した場合においても、その役割を適切に果たすことが求められる。その

ため、「防災基本計画」（昭和 38年 6月中央防災会議決定。平成 27年 3月最終修正）

や「大規模地震防災・減災対策大綱」（平成 26年 3月中央防災会議決定）等におい

て、国は、非常時優先業務に必要な執行体制等を明らかにした業務継続計画を策定

し、災害時の業務継続性を確保することとされている。 

各府省では、「中央省庁業務継続ガイドライン第 1 版」（平成 19 年 6 月内閣府）

や「政府業務継続計画（首都直下地震対策）」（平成 26年 3月 28日閣議決定）等に

基づき、業務継続計画を策定しており、その実効性を確保するためには、災害時に

非常時優先業務が実施できるよう、食料、飲料水等の備蓄等を推進し、執務可能な

環境をあらかじめ確保しておく必要がある。 

また、東日本大震災の際には、首都圏において約 515 万人の帰宅困難者が発生し

た（内閣府推計）とされており、大規模な地震等による災害が発生した場合、大都

市圏では、多数の帰宅困難者の発生が予想される。その場合、官庁施設においても、

地域の一員としての共助の取組の観点から、非常時優先業務及び管理事務の実施に

支障のない範囲内で、帰宅困難者を受け入れることが想定されることから、業務継

続計画等に基づき、帰宅困難者に必要な食料、飲料水等の物資を備蓄しておく必要

がある。 

この行政評価・監視は、以上のような状況を踏まえ、災害時における国の業務継

続性の確保や、帰宅困難者の発生による混乱等の防止を図る観点から、各府省にお

ける非常時優先業務等の実施に必要な物資の備蓄状況、帰宅困難者の受入対策の実

施状況等を調査し、関係行政の改善に資するために実施したものである。 
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